
 

2026 年 3 月 26 日 

株式会社 ANA Cargo 

 

4 月 1 日以降の「役員体制」および「組織改編」について 

 

株式会社 ANA Cargo(本社：東京都港区、代表取締役社長：脇谷謙一)は、2026 年 4 月 1 日付の

役員体制を決定しましたので、お知らせ致します。併せて、同日付で組織改編を行います。 

※今後開催予定の株主総会ならびに取締役会における承認を前提と致します。 

 

１．役員体制一覧（予定） 

 

（１）取締役 

氏名 4 月 1 日から 3 月 31 日まで 

脇谷
わ き や

 謙一
け ん い ち

 代表取締役社長 代表取締役社長 

湯浅
ゆ あ さ

 大
だ い

 
専務取締役 

業務企画・事業戦略・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ総括 

専務取締役 

業務企画・事業戦略・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ総括 

本間
ほ ん ま

 啓之
ひ ろ ゆ き

 
取締役 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ貨物事業戦略担当 

取締役 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ貨物事業戦略担当 

北沢
き た ざ わ

 克児
か つ じ

 
取締役 

営業部門総括（国内・国際） 

取締役 

営業部門総括（国内・国際） 

宮原
み や は ら

 輝
て る

雄
お

 
取締役 

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ部門総括（国内・国際） 

取締役 

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ部門総括（国内・国際） 

杉
す ぎ

口
ぐ ち

 広
ひろし

 取締役（非常勤） 取締役（非常勤） 

小平
こ ひ ら

 久
く

仁
に

雄
お

 

（新任） 
取締役（非常勤） - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）執行役員 

氏名 4 月 1 日から 3 月 31 日まで 

牧野
ま き の

 文明
ふ み あ き

 
上席執行役員 

国内貨物営業担当 

上席執行役員 

国内貨物営業担当 

萩原
は ぎ わ ら

 邦彦
く に ひ こ

 
執行役員 

成田ｳｪｱﾊｳｽｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長 

執行役員 

成田ｳｪｱﾊｳｽｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長 

橋野
は し の

 裕
ひ ろ

次
じ

 
執行役員 

関西ｳｪｱﾊｳｽｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長 

執行役員 

関西ｳｪｱﾊｳｽｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長 

吉川
よ し か わ

 史樹
し き

 
執行役員 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門担当 

執行役員 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門担当 

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ業務部長 

土屋
つ ち や

 昌彦
ま さ ひ こ

 

執行役員 

羽田国際ｳｪｱﾊｳｽｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長 

羽田国内ｳｪｱﾊｳｽｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長 

執行役員 

羽田国際ｳｪｱﾊｳｽｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長 

羽田国内ｳｪｱﾊｳｽｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長 

渡邊
わ た な べ

 均
ひとし

 

（新任） 

執行役員 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ貨物ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・営業担当 
- 

 

（３）監査役 

氏名 4 月 1 日から 3 月 31 日まで 

河野
か わ の

 一郎
い ち ろ う

 監査役 監査役 

福澤
ふ く ざ わ

 一郎
い ち ろ う

 監査役（非常勤） 監査役（非常勤） 

 

3 月 31 日をもって以下の取締役は辞任致します。 

氏名 3 月 31 日まで 

外山
と や ま

 俊明
と し あ き

 取締役会長 

増田
ま す だ

 博之
ひ ろ ゆ き

 取締役（非常勤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2. 組織改編について 

 

業務企画部門 

①  エデュケーションセンター管下の人財開発室に営業訓練室を統合し、「人財開発・営業訓練室」へ改称 

    －2022 年のエデュケーションセンター設立から 3 年が経過し、貨物営業およびマーケティングの体系的な教

育プログラムが実運用フェーズへと移行したことから、営業訓練機能を人財開発室に集約することで、一

体的な人財開発を総合的に推進する。 

     

オペレーション部門 

① 品質保証部管下の生産管理課をオペレーション企画部管下に移管 

    －貨物郵便オペレーションの施策立案と生産管理・要員管理の機能を一体運用することで、より実効性の

高いオペレーション体制を構築し、生産性のさらなる向上を推進する。 

 

② 成田ウェアハウスオペレーションセンター貨物サービス部管下の運送課を 7 課体制から 4 課体制に再編する 

    －北部地区の 6 課体制を 3 課へと再編し、更なる組織横断的な連携強化と迅速な意思決定を図ること

で組織運営の効率を最大化させる。これに伴い、南部地区の運送 7 課を運送 4 課に改称する。 

    

 

 

 

＜別添資料＞ 

  組織図（2026 年 4 月 1 日） 

 

以上 


